
2 款 1 項 2 目

26 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

トップセールス実施回数 回 8 10 10 14
項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 8,988 8,240 6,045 8,125

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

7,788
県支出金 0 0 0 0

人件費 3,181 5,629 3,216 5,629
国庫支出金 0 7,800 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.40 0.70 0.40 0.70
人件費単価 7,954 8,042 8,042

5,629
合計 0 16,040 6,045 15,913

事業費
直接事業費 5,806 10,411 2,828 10,284
人件費 3,182 5,629 3,217

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

　本市が持つ魅力や地域資源を対外的かつ効果的にアピールし、観光客の訪問、移住・定住者の増加、特産
品の知名度向上、企業立地の促進等につなげるため、積極的なトップセールスを実施する。

事業の内容

　トップセールスは市内にある様々な地域資源を活用し、本市の魅力を市内外に積極的に発信していこうとす
る「シティブランド戦略」の手法・手段の一つであり、県外の愛媛県人会の会合への出席、企業誘致関係フェア
や特産品フェアへの参加等を通じ、積極的なＰＲ活動に取り組んでいる。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

新たに作成したロゴマーク・キャッチコピーを有効に活用するとともに、愛媛県東京事務所への派遣職員とも連
携を密にしながら、昨年度と比較し、一歩踏み込んだ活動を実施・展開している。

事業の対象 本市が行うべき重要施策、解決するべき地域課題

根拠法令等
特になし

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 未来づくり戦略室 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

668
記入者情報 所属長： 空岡 直裕 担当責任者： 小笠原 幸男

事務事業名 政策推進事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

ロゴマークを市制１０周年事業をはじめとする市行事や物産フェア等でトップセールスと併せて広く周知
し、これまでにない手応えを得ることができた。次年度以降は更に踏み込んだ事業展開とするため、所管
部署との連携を強化し、新たな横展開や隘路打開を目指して、一体的に持続可能な取り組みとしたい。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

様々な企業・機関・団体等の協力も得ながら、一歩踏み込んだ活動が実施できており、知名度向上や販
路開拓の面で少しずつ効果・成果が現れてきたと感じている。今後は庁内関係部署間の役割分担の明確
化に努めつつ、一層充実した活動に発展させていきたい。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4

目　　標 ３件 ３件 ３件 0
実　　績 ０件 ３件 0 0

成果指標

成果指標
トップセールスの実施による販路拡大・企業誘致等の成立件数

指標設定の
考え方

「市の顔」である市長が自ら出向きトップセールスを行うに当たっては、高い目的意識を持つとともに、高い成
果を求めることが必要であると考える。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


